EUデジタル単一市場戦略における新たな動向 : オンライン売買指令改正案の検討 by 古谷 貴之
EUデジタル単一市場戦略における新たな動向
――オンライン売買指令改正案の検討――






(1) 対象および適用範囲 (1 条)
(2) 定義 (2 条)
(3) 完全平準化指令 (3 条)
(4) 契約適合性の判断基準および判断基準時 (4 条から 8 条
まで)
(5) 消費者の救済手段 (9 条から 13 条まで)
① 概説 (9 条)
② 個別の救済手段とその制限
(ⅰ) 追完請求権 (10 条および 11 条)
(ⅱ) 代金減額権 (12 条)
(ⅲ) 契約解除権 (13 条)
(ⅳ) 履行留保権 (9 条 4 項)
(ⅴ) 消費者の権利の制限 (9 条 5 項)
(6) 期間制限 (14 条)
(7) 商業保証 (15 条)
(8) 求償権 (16 条)













産大法学 52巻 1 号 (2018. 4)
49( 49 )
Ⅰ 本稿の目的
欧州委員会は 2017 年 10 月 31 日、消費者物品売買に関する新たな指令
提案を公表した
( 1 )




















( 1 ) COM (2017) 637 final. 正式名称は、「物品の売買契約についての一定の側面、欧州議
会及び理事会規則 (EC) 2006/2004 号の改正、欧州議会及び理事会指令 2009/22/EC の改
正、並びに、欧州議会及び理事会指令 1999/44/EC の廃止に関する欧州議会及び理事会指
令に関する改正提案 (Amended proposal for a Directive of the European Parliament and of
the Council on certain aspects concerning contracts for the online and other distance sales of
goods, amending Regulation (EC) No 2006/2004 of the European Parliament and of the
Council and Directive 2009/22/EC of the European Parliament and of the Council and
repealing Directive 1999/44/EC of the European Parliament and of the Council.)。
( 2 ) Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on certain aspects
concerning contracts for the supply of digital content, COM (2015) 634 final.
( 3 ) Proposal for a Directive of the European Parliament and of the Council on certain aspects
concerning contracts for the online and other distance sales of goods, COM (2015) 635
final. ; 同指令提案について、拙稿「EU デジタル単一市場戦略における新たな展開 ――
オンライン売買指令案の分析と評価――」現代消費者法 34 号 (2017 年) 81頁。
( 4 ) Directive 1999/44/EC of the European Parliament and of the Council of 25 May 1999 on
certain aspects of the sale of consumer goods and associated guarantees.
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提案に対しては、加盟各国、各国の事業者団体および消費者団体から物品





本稿は、この新たな提案の内容を整理・紹介した上で (Ⅱ)、次の 2 つ
の観点から検討を試みる (Ⅲ)。第 1 に、OSD提案の適用範囲をオフライ
ン販売にまで拡大する改正案の方向性について検討する。第 2 に、改正案
の契約不適合給付に関する規定について検討を行う。ここでは、欧州委員























(1) 対象および適用範囲 (1 条)




















(改正案 2 条 d)の定義が新たに加えられた点、並びに、「通信販売契約」
(OSD提案 2条 e) および「耐久性のある媒体」(OSD提案 2条 f) の用語
が第 2 条から削除された点に注意を要する。「通信販売契約」の定義の削
ついては、「消費者権利指令」(2011/83/EU) が規律する。↘




義規定は、OSD 提案 2 条 f から削除された上で、「商業保証」について規
定する改正案 15 条の第 3 項に移された。

































(5) 消費者の救済手段 (9 条から 13 条まで)












額権または契約解除権を行使することができる (同条 3 項)。そのほか、
消費者は、売主が契約に適合した物品を提供するまで、未払代金の支払を
留保する権利 (履行留保権) を有する (同条 4 項)。消費者は、契約不適
合に寄与した限りにおいて、上述の救済手段を行使することができない
(同条 5項)。改正案では、消費者の権利行使に際して消費者から事業者へ
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② 個別の救済手段とその制限














(ⅱ) 代金減額権 (12 条)
消費者は、代金減額権を行使することができる (12 条)。代金減額権は
消費者の第二次的な救済手段であり、追完が行使されないことを要件と




(ⅲ) 契約解除権 (13 条)
消費者は、契約解除権を行使することができる (13 条)。契約解除権は、
代金減額権と同様、消費者の第二次的救済手段である (9 条 3 項)。消費
者は売主に対する通知によって解除権を行使する (13 条 1 項)。消費者は、
引き渡された物品の一部にのみ契約不適合が認められるときは、当該物品





ら 14 日以内に) みずからの費用で既払いの代金を返還する義務を負う
(同条 3 項 a)。また、消費者は売主の費用で遅滞なく (遅くとも解除の通









(ⅳ) 履行留保権 (9 条 4 項)
消費者は、売主が物品の契約適合的な状態を回復するまで、未払代金の
支払を留保する権利を有する (9 条 4 項)。
(ⅴ) 消費者の権利の制限 (9 条 5 項)
消費者は、契約不適合に寄与した限りにおいて、救済の権利を行使する
ことができない (9 条 5 項)。
(6) 期間制限 (14 条)
消費者の救済手段は、契約適合性の判断基準時から 2年の期間制限に服
する (14 条)。この規定もOSD提案と同様である。





ならない (同条 2 項)。改正案は、15 条 3 項において、新たに「耐久性の
ある媒体」に関する定義規定を置く (OSD 提案 2 条 f からの移設)。この
規定によれば、「耐久性のある媒体」とは、当事者が個人的に取り扱われ
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る情報に合理的な期間アクセスできるようにその情報を保存することがで
き、かつ、当該保存された情報を変更なく再現することができる媒体をい
う。改正案 15 条 4 項は、同条 2 項に反する内容は、保証者に対する商業
保証の拘束的性質に影響を及ぼさない旨を規定する。改正案 15 条 5 項は、
加盟各国は本条で規律されていない商業保証に関する準則を定めることが
できるとする (OSD 提案 15 条 3 項と同様。ただし、文言が一部修正され
ている)。












と同様)。改正案 19 条〔規則 2006/2004/EC 及び指令 2009/22/EC の改
正〕は、他の EU 立法の改正について規定する。ここでは、一部、OSD
提案との相違がみられる。すなわち、OSD提案 19 条〔指令 1999/44/EC、
規則 2006/2004/EC 及び指令 2009/22/EC の改正〕の下では、指令の併存
状態を回避するために、指令 1999/44/EC (CSGD) の適用範囲から通信
販売契約を除外する旨の改正が行われる予定であったが (OSD 提案 19 条
1 項)、改正案は、CSGD 全体を廃止する提案を行っていることから、上
記 OSD 提案 19 条 1 項が不要となるため、この規定を全部削除する提案
を行なっている。その上で、改正案 19 条 1 項は、指令の執行に関して国




の指令 2009/22/EC の附則Ⅰ第 7 を改正する旨を定める (いずれも附則第
11 および附則Ⅰ第 7 で参照する CSGD の名称を本改正案の名称に変更す
る)。改正案 20 条〔経過措置〕は、OSD 提案には置かれていない新たな
規定を導入するものである。すなわち、改正案に基づいて採択される指令
は [発効後 2 年を経過する] 前に締結された契約には適用されないこと
(同条 1項)、および、加盟各国は指令への適合を要する法律、規則及び行
政規定が [発効後 2 年の日] からその日以降に締結されるすべての契約に
適用されることを確保すること (同条 2 項) を規定する。改正案 21 条
〔欧州議会及び理事会の指令 1999/44/EC の廃止〕は、既存の CSGD が改
正案に基づき採択される指令の発効後 2 年を経過した時に廃止されること
を定める。改正案 22 条〔国内法化〕は加盟国による国内法化の期限 (公
布後 2 年) について、改正案 23 条〔施行〕は指令の施行日 (官報での公
表後 20 日を経過した時) について、改正案 24 条〔名宛人〕は指令の名宛
人を加盟各国とすることについて、それぞれ規定する (改正案 22 条から







1 に、OSD 提案の適用範囲を拡大し、CSGD の廃止を提案する改正案の
規定 (21 条) について検討する (1)。第 2 に、契約不適合給付に関する
規定の検討を行う。ここでは特に、① ｢救済手段のヒエラルヒー」、② ｢法
定保証期間」、③ ｢証明責任の転換の期間」、および、④ ｢消費者による欠
( 6 ) なお、改正案 23 条〔施行〕において、「第 19 条〔規則 2006/2004/EC 及び指令 2009/
22/EC の改正〕は、[この指令の発効後 2 年を経過した時]から適用する。」旨のただし書
きが追加された。






























( 7 ) See, COM (2015) 633 final. p. 8.
( 8 ) SWD (2017) 209 final. ― Commission Staff Working Document, Report of the Fitness
Check of consumer and marketing law.
( 9 ) See, COM (2017) 637 final. pp. 1-2. ; SWD (2017) 354 final. p. 4. ; 関連資料として、
European Parliament/Committee on Internal Market and Consumer Protection,
Newsletter, Issue 83, July 2017, p. 3. ; European Parliamentary Research Service, Online
other distance sales of goods ‒ Impact assessment of substantial amendments (2017).
(10) SWD (2017) 354 final. ― Commission Staff Working Document, Impacts of fully

































(11) See, COM (2017 637 final. pp. 1-2. ; SWD (2017) 354 final. pp. 5-6. ; SWD (2017) 209
final. p. 78.
(12) See, COM (2017) 637 final. pp. 1-2. ; SWD (2017) 354 final. pp. 5-6. ; SWD (2017) 209
final. p. 78.
(13) 拙稿・前掲注 (3) 87-88頁。













全平準化アプローチを採用することで (改正案 3 条)、この法の断片化を
取り除く努力をしている。
(1) 救済手段のヒエラルヒー
















































(14) See, SWD (2017) 354 final. pp. 21-22.
(15) See, SWD (2017) 354 final. p. 21.
(16) See, SWD (2017) 354 final. p. 22.
(17) See, SWD (2017) 354 final. p. 22.













る (CSGD5 条 1 項)。多くの加盟国は現在、この規定に従った国内法化を
行なっている。しかし他方で、5つの加盟国 (フィンランド、アイルラン
ド、スウェーデン、オランダおよびイギリス) は CSGD が定めるよりも
長い法定保証期間を導入している (順に、「一定の期間制限なし」、「6年」、



















(19) この点については、拙稿・前掲注 (3) 86-87頁を参照されたい。
(20) See, SWD(2017)354 final. p. 22.
(21) See, SWD (2017) 354 final. p. 22.
(22) Consumer market study on the functioning of Legal and Commercial Guarantees for














26%、6ヶ月から 1 年の間に発見した割合は 16%、1 年から 2 年の間に発
















(23) Ibid., p. 45．デレビ等の家電製品 (Braun goods)、大型家電製品 (White goods)、生織
物等 (Grey goods) について、それぞれ調査回答者の 40%、34%、43%が「2 年」の法定
保証期間を妥当としている。なお、自動車については、回答者の半数以上 (52%) が「5
年以上」の法定保証期間を妥当なものとみている。
(24) 正式名称は、「消費用動産売買指令 1999/44/EC の下限平準化、並びに、異なる販売
チャネルに対する将来の EU ルールの完全平準化及び調整に関する費用便益分析 (Study
on the costs and benefits of the minimum harmonisation under the Consumer Sales and
Guarantees Directive 1999/44/EC and of potential full harmonisation and alignment of EU
rules for different sales channels, March 2017)。
(25) Ibid., p. 84.
(26) Ibid., p. 49.






CSGD5 条 3 項は、「証明責任の転換の期間」に関して、引渡しから 6ヶ
月以内に現れた物品の不適合について消費者の有利に証明責任の転換を図
る規定を置いている。25 の加盟国はこの規定に従った国内法化を行って
いるが、1加盟国 (ポーランド) は期間の長さを 1 年とし、2 つの加盟国
(フランスおよびポルトガル) はこれを 2 年としている。そのため、改正




















EU加盟国の小売業者 (調査対象 375企業) のうち消費者に対して欠陥の
存在の証明を求める企業は全体の 31%であり、6ヶ月を経過した場合に限
(27) この点については、拙稿・前掲注 (3) 86頁を参照されたい。
(28) See, SWD (2017) 354 final. p. 24.
(29) See, SWD (2017) 354 final. p. 24.
(30) See, Consumer market study on the functioning of Legal and Commercial Guarantees for





























を否定している (考慮事由 25)。CSGD は、消費者の通知義務の導入を加
(31) Study on the costs and benefits of the minimum harmonisation under the Consumer Sales
and Guarantees Directive 1999/44/EC and of potential full harmonisation and alignment of
EU rules for different sales channels, March 2017, p. 84. pp. 93-94.
(32) See, SWD (2017) 354 final. pp. 24-25.
(33) See, SWD (2017) 354 final. p. 25.
(34) 欧州委員会は調査対象企業 375 のうち 60%が証明責任の転換期間の伸長に伴う大きな
費用負担はかからない (全くかからない 26%、わずかな費用がかかる 15%、中程度の費用
がかかる 19%) と回答していることから本文で述べたような「企業の多くにとって過大な
費用負担は生じない」との評価をしているのであるが、32%の企業は「大きな費用負担が
かかる」と回答している点に留意する必要がある (Study on the costs and benefits of the
minimum harmonisation under the Consumer Sales and Guarantees Directive 1999/44/EC
and of potential full harmonisation and alignment of EU rules for different sales channels,
March 2017, p. 103.)。
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(35) See, SWD (2017) 354 final. p. 25.
(36) See, SWD (2017) 354 final p. 25.
(37) Consumer market study on the functioning of Legal and Commercial Guarantees for
consumers in the EU (2015), p. 171．製品の種類によって状況は異なるが、例えば、欠陥



































(39) See, Study on the costs and benefits of the minimum harmonisation under the Consumer
Sales and Guarantees Directive 1999/44/EC and of potential full harmonisation and
alignment of EU rules for different sales channels, March 2017, p. 58.
(40) Ibid. 例えば、契約条項や契約条件の調整、従業員のトレーニング、苦情処理手続と
いった事業運営上の調整等を行うためにさまざまな費用が発生する。
(41) OSD提案の評価について、拙稿・前掲注 (3) 87頁も参照。
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改正案は利害関係人のすべてに良い影響を与えるわけではない。すなわち、














2006/2004 号の改正、欧州議会及び理事会指令 2009/22/EC の改正、並び
に、欧州議会及び理事会指令 1999/44/EC の廃止に関する欧州議会及び理





































































2．物品は、契約に適合するというために、前項に加え、第 5 条、第 6 条
及び第 7 条の要件も充たさなければならない。
























































































































































































当事者が第 4 条 3 項に基づき第 5 条及び第 6 条の要件を排除し、制限し又
はその効果を変更するときは、この限りでない。
第 19 条
規則 (EC) 2006/2004 号及び指令 2009/22/EC の改正




. 規則 (EC) 2006/2004 及び指令 2009/22/EC の改正、並びに、指令
1999/44/EC の廃止を行う、物品の売買契約に関する一定の側面に関する
201X 年 XX 月 XX 日の欧州議会及び理事会の指令 (EU) N/XXX
(OJ. . .)」
2．指令 2009/22/EC の付則Ⅰにおいて、第 7 は、次の通り置き換えられ
る。
｢7．規則 (EC) 2006/2004 及び指令 2009/22/EC の改正、並びに、指令
1999/44/EC の廃止を行う、物品の売買契約に関する一定の側面に関する






1．この指令は、[この指令の発効後 2 年を経過する] 前に締結された契約
には適用しない。
2．加盟各国は、この指令への適合を要する法律、規則及び行政規定が、




























(42) See, SWD (2017) 354 final. pp. 7-8.
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[付表]











オーストリア 2 年 なし 6ヶ月 あり
ベルギー 2年 あり 6ヶ月 あり
ブルガリア 2 年 あり 6ヶ月 あり
クロアチア 2 年 あり 6ヶ月 自由選択
キプロス 2 年 あり 6ヶ月 あり
チェコ共和国 2 年 あり 6ヶ月 あり
デンマーク 2 年 あり 6ヶ月 あり
エストニア 2 年 あり 6ヶ月 あり
フィンランド 一定の期間制限なし あり 6ヶ月 あり
フランス 2 年 なし 2年 あり
ドイツ 2年 なし 6ヶ月 あり
ギリシャ 2 年 なし 6ヶ月 自由選択
ハンガリー 2年 あり 6ヶ月 あり
アイルランド 6 年 なし 6ヶ月 あり+短期の拒絶権
イタリア 2 年 あり 6ヶ月 あり
ラトビア 2 年 あり 6ヶ月 あり
リトアニア 2 年 あり 6ヶ月 自由選択
ルクセンブルク 2 年 あり 6ヶ月 あり
マルタ 2年 あり 6ヶ月 あり
ポーランド 2 年 なし 1年 あり
ポルトガル 2年 あり 2年 自由選択
ルーマニア 2 年 あり 6ヶ月 あり
スロバキア 2 年 あり 6ヶ月 あり
スロベニア 2 年 あり 6ヶ月 自由選択
スペイン 2年 あり 6ヶ月 あり
スウェーデン 3年 あり 6ヶ月 あり





注) は、消費用動産売買指令 (1999/44/EC) の下限水準を超える消費者保護ルールを採用
するEU加盟国を示している。
